
 （総  則）
第1条  令和5年度三島市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 （業務の予定量）
第2条  業務の予定量は、次のとおりとする。
  (1) 給水件数 49,500 件
  (2) 年間給水量 14,991,000 ㎥
  (3) 一日平均給水量 40,959 ㎥
  (4) 主要な建設改良事業
      配水管延長工事費 876,959 千円
      簡易水道建設費 160,000 千円
      営業設備費 2,822 千円

 （収益的収入及び支出）
第3条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

  第1款  水道事業収益 1,681,287 千円
    第1項  営業収益 1,565,475 千円
    第2項  営業外収益 115,812 千円

  第1款  水道事業費用 1,574,235 千円
    第1項  営業費用 1,516,884 千円
    第2項  営業外費用 49,351 千円
    第4項  予備費 8,000 千円

  （資本的収入及び支出）
第4条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的
  支出額に対し不足する額 643,511千円は、過年度分損益勘定留保資金 412,972千円、
  当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 73,472千円、
　減債積立金 78,500千円、建設改良積立金 78,567千円で補填するものとする。）。

  第1款  資本的収入 618,930 千円
    第1項  企業債 612,000 千円
    第2項  固定資産売却代金 1 千円
    第6項  県支出金 2,478 千円
    第7項  工事負担金 4,450 千円
    第8項  寄附金 1 千円

  第1款  資本的支出 1,262,441 千円
    第1項  建設改良費 1,039,781 千円
    第2項  企業債償還金 222,660 千円

議第７号

令和5年度三島市水道事業会計予算

収          入

支          出

収          入

支          出
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 （企業債）
第5条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率

千円 %

 （一時借入金）
第6条  一時借入金の限度額は、400,000千円と定める。

 （予定支出の各項の経費の金額の流用）
第7条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め
  る。
　(1)  営業費用から営業外費用消費税及び地方消費税への流用

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第8条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、
  又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら
  ない。
　(1)  職員給与費 145,127 千円

 （たな卸資産購入限度額）
第9条  たな卸資産の購入限度額は、42,818千円と定める。

    令和５年２月１４日提出

　　　 三島市長　　豊　岡　武　士   

償 還 の 方 法

証書借入又は
証券発行

　借入先の融資条件による。
　ただし、企業財政その他の都合に
より繰上償還又は低利に借り換える
ことができる。

612,000上水道事業 5.0以内
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１ 水道事業収益

１ 営業収益

１ 給水収益

３ 受託給水工事収益

４ その他営業収益

２ 営業外収益

１ 水道加入金

２ 受取利息及び配当金

５ 長期前受金戻入

６ 雑収益

１ 水道事業費用

１ 営業費用

１ 原水及び浄水費

２ 配水及び給水費

３ 簡易水道維持費

４ 受託給水工事費

５ 総係費

６ 減価償却費

７ 資産減耗費

８ その他営業費用

２ 営業外費用

３ 雑支出

４ 予備費

１ 予備費

177,213

49,351
１ 支払利息及び企業債
   取扱諸費

収益的収入及び支出

566,984

292,326

18,607

1,574,235

収 入

目

目

予 定 額
千円

項

1,681,287

材料売却及び諸手数料

水道料金

備 考

1,565,475

款
千円

32,686

1

8,000

支 出

1,516,884

７ 消費税及び地方消費
   税還付金

水道施設の維持管理に要する費用

10,010

項

款

1,551,948

4,352

41,518

9,175

工事受託収益

国庫補助金等で取得した償却資産の減
価償却見合分を順次収益化するもの

消費税及び地方消費税還付金

115,812

7,528

備 考

33,997 不用品売却収益その他

給水装置新設増設修理等の費用

83

原水の取入施設の維持に要する費用

予 定 額

業務に係る費用

運用金利息

簡易水道施設の維持管理に要する費用

水道加入金

固定資産の除却費

材料売却原価

固定資産の減価償却費

47,284 企業債及び一時借入金利息

2,067

8,459

8,000

令和5年度三島市水道事業会計予算実施計画

443,284
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１ 資本的収入

１ 企業債

１ 企業債

２ 固定資産売却代金

１ 固定資産売却代金

６ 県支出金

２ 県交付金

７ 工事負担金

１ 工事負担金

８ 寄附金

１ 工事寄附金

１ 資本的支出

１ 建設改良費

１ 配水管延長工事費

３ 簡易水道建設費

４ 営業設備費

２ 企業債償還金

１ 企業債償還金

資本的収支不足額  補填財源

　　過年度分損益勘定留保資金    

  　当年度分消費税及び地方

  　　消費税資本的収支調整額　　　　     

  　減債積立金

  　建設改良積立金  

予 定 額

222,660

222,660

1,039,781

876,959

160,000

4,450

1

612,000

1

2,478

1,262,441

収 入

2,822

千円

備 考

資本的収入及び支出

款 目

千円

618,930

目項款

備 考

1

4,450

予 定 額

消火栓設置工事負担金及び配水本管
移設工事負担金

612,000

支 出

78,567千円

73,472千円
78,500千円

643,511千円 412,972千円

上水道事業起債

項

1

2,478 地震・津波対策等減災交付金
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（ 単位　 円）

１  業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　 当年度純利益（△純損失） 32,763,000

減価償却費 443,284,000

固定資産除却費 10,000,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 93,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 436,000

長期前受金戻入額 △ 41,518,000

受取利息及び受取配当金 △ 83,000

支払利息 47,284,000

未収金の増減額（△は増加） △ 6,328,000

未払金の増減額（△は減少） △ 23,543,000

たな卸資産の増減額（△は増加） 827,000

小計 463,215,000

利息及び配当金の受取額 83,000

利息の支払額 △ 47,284,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 416,014,000

２  投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　 有形固定資産の取得による支出 △966,309,000

　　　　 有形固定資産の売却による収入 1,000

工事負担金等による収入 6,929,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △959,379,000

３  財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 612,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △222,660,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 389,340,000

　　資金増加額（又は減少額） △154,025,000

　　資金期首残高 1,464,893,653

　　資金期末残高 1,310,868,653

令和5年度三島市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）
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1 総　括

17 (6)

17 (5)

0 (1)

　　　（　）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員の外書き

(児童手当は含まず）

住 居

00

勤 勉管 理 職 期 末特殊勤務
手　当

11,834

0

管理職員
特別勤務

手　当

30 93

1,611

手 当

1,611 2,377

手 当

給 付 費

1,278

74 336

扶 養

0

2,451

地 域
手 当

給　与　費　明　細　書

手当

（単位　千円）

（人）

職員数

（人）

区　　分 特別職
報酬 給料

本年度

給　　　　　与　　　　　費

計

0

通 勤

43,910

44,428

一般職

0

78,020

75,628

0

40 5,895

470

16,932

1,920 40 943

手 当

2,097

手 当
時 間 外
勤務手当

943

△ 2,281

30

942

退 職

5,895

177

0

16,462

手 当 手 当

合　計

145,127

143,283

2,3920

法　定

福利費

23,197

23,227

△ 30

比較

区 分

本年度

前年度

比較

手

当

の

内

訳

区 分

本年度

前年度 2,374

121,930

120,056

1,874

12,540

706

比較 1,8440 △ 518

0前年度
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(1)　会計年度任用職員以外の職員

16 (2)

16 (2)

0 (0)

　　（　）内は、再任用短時間勤務職員の外書き

(児童手当は含まず）

(2)　会計年度任用職員

1 (4)

1 (3)

0 (1)

　　（　）内は、パートタイム会計年度任用職員の外書き

手

当

の

内

訳

比較 61 15 0 0

手 当 手 当

0 1,965

期 末

121

1,429

前年度 184 187 0 150 1,308

本年度 245 202 0 150

特殊勤務
手　当

時 間 外
勤務手当

2,659

手

当

の

内

訳

区 分
地 域 通 勤

比較 0

手 当

本年度

7,799

197

1,7290 0 7,935 2,026

4972,162

（人） （人）

11,690

前年度 0 0 5,970 1,829 1,232 9,031

30

（単位　千円）

区　　分

職員数

合　計特別職 一般職
給料 手当

前年度 2,374

手 当 手 当 手 当

5,745

手 当 手 当 手 当

12,540

区 分
管理職員
特別勤務

手　当

本年度

手当
（人） （人）

0 0 70,085 41,884

（単位　千円）

区　　分

職員数

特別職 一般職
報酬 給料

法　定

福利費

本年度

0 0 69,658 42,599 21,995

△ 527

134,252

△ 815

扶 養 地 域 住 居 通 勤 管 理 職 期 末 勤 勉特殊勤務
手　当

時 間 外
勤務手当

1,611 2,206 1,278 1,895 40 15,503943

30 93

0 0

退 職
給 付 費

943

0

1,733 15,154 11,834

13 336 162

40942

706

5,745

比較 0 △ 2,281

合　計

133,437

349

前年度

比較

前年度 1,611 2,193

比較 0

区 分

本年度

手 当

0 0 427 △ 715 △ 288

給　　　　　与　　　　　費

計

111,969

112,257

21,468

給　　　　　与　　　　　費

計

法　定

福利費

9,961

報酬
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2 　給料及び手当の増減額の明細

職員数の異動状況

（その他）

3 　給料及び手当の状況

（1） 職員１人当たり給与

43.2

0人

前年度

増　減

その他の変動分

一般行政職

1,965

平 均 年 齢 （歳）

337,627

△ 2,281

（単位　千円）

本年度

16人 0人

備　考

16人

平均　0.19%

（現に在職する
職員数）

16人

366,242

42.2

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

331,813

平均昇給率　1.59%

（計）

0人

会計年度任用職員の
増減分

611
制度改正に
伴う増減分

0人

0人

職員構成の変動に係る
増減分

勤勉手当1.9月分→2.0月分
勤勉手当の改定による
増

16人

退職給付費

△ 518

会計年度任用職員の
増減分

△ 1,129

955

116

2,392

その他の
増減分

昇給に伴う
増加分

845

区分 増 減 額 増減事由別内訳 説　　明

△ 534

1,431

給与改定に
伴う増減分

人事院勧告に伴う給与
改定に伴う増

給
　
　
　
料

374,809

令和4年1月1日現在

平均給与月額（円）

その他の
増減分

平均給料月額（円）

令和5年1月1日現在

平均給料月額（円）

区　　分

手
 
 
当

197
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（2） 初任給

（3） 級別職員数

　（　）内は、再任用短時間勤務職員の外書き

（級別の基準となる職務）

（4） 昇給

158,900

191,400

一般行政職（円）
一般会計の制度

一般行政職（円）

158,900

191,400

6.7

100.0
0.0

31.2

20.0
13.3

0.0

( )
( )

(100.0)

0.0

40.0

12.5
12.5
18.8
18.8
6.2

( )
( )
( )

(100.0)

( )
( )

( )
( )
( )
( )
(2)

( )
( )
( )

(100.0)

( )

2
2
3
3

( )
(2)
( )
( )
( )
( )

1
0

15
0
5

(2)

( )
( )

(100.0)

2
3
3 ( )

0.0

一般行政職
職員数（人）

20.0

0.0

高　校　卒

大　学　卒

区　　分

8級4級

( )
( )

構成比（％）

( )
( )
( )
(2)

100.0

区　　分 級

0
6
0

計

6級

5級令和5年1月1日現在

1級

主 事 補

技 師 補

主 事

3級

1級

係 長

2級

副 主 任

副主任技師

主 査

1級
2級

技術主査

3級

1
0

16

7級
8級
計

3級
4級

6級

4級

2級

主 幹

課長補佐 課 長

令和4年1月1日現在

7級

5級

8級

技 師

区　　分

一 般 行 政 職

区　　分 一 般 行 政 職

主 任

5級

部 長

副 参 事

7級

参 事

6級

本
年
度

 職　　   員　　   数　 （A） （人） 15
 昇 給 に 係 る 職 員 数（B） （人） 15

4号給 （人） 13号 給 数 別 内 訳

2号給 （人） 2
3号給 （人）

前
年
度

 職　　   員　　   数　 （A） （人） 16

6号給 （人）
8号給 （人）

 昇 給 に 係 る 職 員 数（B） （人） 16

比 率 （B）／（A）（％） 100.0

4号給 （人） 14号 給 数 別 内 訳

2号給 （人） 2
3号給 （人）

比 率 （B）／（A）（％） 100.0

6号給 （人）
8号給 （人）
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（5） 特殊勤務手当

（6） 期末手当・勤勉手当

（7） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（8） その他の手当

（月分） （月分）

 支給対象職員の比率
（令和5年1月1日現在）

2.200

 支給対象職員1人当たり
 平均支給月額

（円）

（％）

20年勤続
の者

25年勤続
の者

支 給 期 別 支 給 率

 給料総額に対する比率 （％）

24.586875 33.27075

24.586875 33.27075

前 年 度

2.200 2.200

区　分

一般行政職

0.0

0.0

支給率計
（月分）

有

区　　　分

危険作業手当

2.150

2.200

一般会計の制度

備考

4.30

4.40

4.40

0

本 年 度

 代表的な特殊勤務手当の名称

6月（月分）

区　分

一般会計の制度

区 分

（支給率等）

 職制上の段階、
 職務の級等に
 よる加算措置

有

有2.150

12月（月分）

支 給 率 等 47.709

特例措置

2％～45％加算

47.709 47.709

35年勤続
の者

最　高
限　度

（月分） （月分）

47.709

そ の 他 の
加算措置等

－

扶 養 手 当

地 域 手 当

〃 －

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

同　　じ －

〃 －

住 居 手 当

通 勤 手 当

備考

定年前早期退職
特例措置

2％～45％加算

定年前早期退職

〃
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（単位　千円）

令和5年度から
令和7年度まで

232,689

一般財源

9,528

水道料金徴収
業務委託 373,450

コンビニエンス
ストア等収納
代行業務委託

令和5年度から
令和6年度まで

232,689

17,533 9,528

債務負担行為に関する調書

支払義務発生

期間

前年度末までの

限度額
（見込）額

左の財源内訳

当該年度以降の

期間

支払義務発生

予定額

一般財源
金額

一般財源

伊豆島田浄水場
計器監視業務委託

140,761

8,005

金額

令和5年度から
令和8年度まで

上水道に係る水質
測定管理業務委託

事項

令和3年度から
令和4年度まで

25,837

一般財源

98,905

簡易水道に係る
水質測定管理
業務委託

令和5年度から
令和8年度まで

6,310 5,048 5,048

79,125

32,295

79,125

一般財源

25,837
令和5年度から
令和8年度まで

令和4年度

令和4年度

令和4年度

令和3年度から
令和4年度まで

19,780

6,458

1,262
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1　固  定  資  産 （単位　円）

 (1)　有 形 固 定 資 産

ア 土 地 489,313,098

イ 建 物 495,531,197

減価償却累計額 △216,311,528 279,219,669

ウ 構 築 物 20,419,725,255

減価償却累計額 △9,357,817,536 11,061,907,719

エ 機 械 及 び 装 置 2,641,018,882

減価償却累計額 △2,012,918,216 628,100,666

オ 車 両 運 搬 具 25,849,405

減価償却累計額 △16,396,616 9,452,789

カ 工具、器具及び備品 24,214,829

減価償却累計額 △18,442,982 5,771,847

キ 建 設 仮 勘 定 245,884,884

12,719,650,672

 (2)　無 形 固 定 資 産

ア 施 設 利 用 権 2,358,065

イ 電 話 加 入 権 775,900

ウ ソ フ ト ウ ェ ア 1,109,600

4,243,565

 (3)　投 資 そ の 他 の 資 産

ア 長 期 貸 付 金 100,000,000

100,000,000

12,823,894,237

２  流  動  資  産

 (1)　現　金　預　金 1,310,868,653

 (2)　未 　 収 　 金

ア 営 業 未 収 金 161,242,140

イ 営 業 外 未 収 金 7,528,000

ウ そ の 他 未 収 金 0

　 貸 倒 引 当 金 △823,000 167,947,140

 (3)　貯 　 蔵 　 品

ア 材 料 11,852,964

イ 貯 蔵 量 水 器 967,149

12,820,113

 (4)  そ の 他 流 動 資 産 4,792,726

1,496,428,632

14,320,322,869

令和5年度三島市水道事業予定貸借対照表
令和6年3月31日

資    産    の    部

有形固定資産合計

無形固定資産合計

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貯 蔵 品 合 計
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３  固  定  負  債 （単位：円）

 (1)　企　 業　 債

ア 建設改良費等の財源に
4,440,689,846

 (2)　引 　当　 金

ア 退職給付引当金 4,189,900

 (3)　そ の 他 固 定 負 債 0

4,444,879,746

４  流  動  負  債

 (1)　企　 業　 債

ア 建設改良費等の財源に
234,046,913

 (2)　未   払   金

ア 営 業 未 払 金 30,000,000

イ 営 業 外 未 払 金 0

ウ そ の 他 未 払 金 0

　 未  払  金  合  計 30,000,000

 (3)　引 　当　 金

ア 退職給付引当金 0

イ 賞 与 引 当 金 10,345,000

　 引  当  金  合  計 10,345,000

 (4)  そ の 他 流 動 負 債 750,000

275,141,913

５  繰  延  収  益

 (1)　長 期 前 受 金

ア 受贈財産評価額 958,315,897

収 益 化 累 計 額 △681,621,828 276,694,069

イ 国 庫 補 助 金 35,480,000

収 益 化 累 計 額 △31,001,214 4,478,786

ウ 県 補 助 金 31,944,883

収 益 化 累 計 額 △7,240,054 24,704,829

エ 工 事 寄 附 金 88,260

収 益 化 累 計 額 △81,947 6,313

オ 工 事 負 担 金 1,015,668,827

収 益 化 累 計 額 △647,528,692 368,140,135

カ 他 会 計 補 助 金 30,460,059

収 益 化 累 計 額 △5,532,558 24,927,501

キ 県 交 付 金 89,545,000

収 益 化 累 計 額 △9,108,405 80,436,595

779,388,228

779,388,228

5,499,409,887

負    債    の    部

充てるための企業債

固 定 負 債 合 計

充てるための企業債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６  資   本   金 （単位：円）

 (1)　資  本  金

ア 固 有 資 本 金 14,977,882

イ 組 入 資 本 金 6,119,056,521

ウ 繰 入 資 本 金 832,800,000

6,966,834,403

７  剰   余   金

 (1)　資 本 剰 余 金

ア 受贈財産評価額 274,398,159

イ 県 補 助 金 17,897,117

ウ 工 事 寄 附 金 42,344,000

エ 工 事 負 担 金 15,696,388

350,335,664

 (2)　利 益 剰 余 金

ア 減 債 積 立 金 471,627,772

イ 建設改良積立金 458,951,577

ウ 当年度未処分利益剰余金 573,163,566

1,503,742,915

1,854,078,579

8,820,912,982

14,320,322,869

資    本    の    部

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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　Ⅰ．重要な会計方針

　　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　・貯蔵品　移動平均法による原価法

　　２　固定資産の減価償却の方法

　　　(1) 有形固定資産

　　 　 ・減価償却の方法　定額法（ただし、量水器については取替法による。）　

 　　　 ・主な耐用年数

 　　　　 建物　 15～65年 構築物 10～60年

 　　　　 機械及び装置　 6～20年 車両運搬具　 4～5年

 　　　　 工具器具及び備品　2～15年

　　　(2) 無形固定資産

 　 　　・減価償却の方法　定額法　

  　  　・主な耐用年数

 　　　 　施設利用権 15～42年 ソフトウェア 5年

　　３　引当金の計上方法

　　　(1) 退職給付引当金　

 　　　　 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する

　　  　金額を計上している。なお、一般会計が負担する職員については、退職給付引当金を計上

 　　　 していない。

　　　(2) 賞与引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支出に備えるため、

 　　　 当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　(3) 貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上して

　　　　いる。　　　

　　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　　　　引当金の取崩し（賞与引当金の取崩し）

　　　　　令和5年6月に、令和4年12月分から令和5年3月分の期末手当及び勤勉手当の支給並びに

　　　　これに係る法定福利費の支出をすることになるため、賞与引当金9,649千円を取り崩す。

注記
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１  営 業 収 益 （単位　円）

 (1) 給  水  収  益 1,327,364,000

 (2) 受託給水工事収益 4,352,000

 (3) その他営業収益 7,916,000 1,339,632,000

２  営 業 費 用

 (1) 原水及び浄水費 507,375,000

 (2) 配水及び給水費 270,837,000

 (3) 簡易水道維持費 19,535,000

 (4) 受託給水工事費 8,172,000

 (5) 総　　係　　費 149,788,000

 (6) 減 価 償 却 費 434,146,000

 (7) 資 産 減 耗 費 20,010,000

 (8) その他営業費用 1,000 1,409,864,000

   営  業  利　益 △70,232,000

３  営 業 外 収 益

 (1) 水 道 加 入 金 30,377,000

 (2) 受取利息及び配当金 54,000

 (3) 他 会 計 補 助 金 115,330,000

 (4) 県　補　助　金 2,333,000

 (5) 長期前受金戻入 41,184,000

 (6) 雑　　収　　益 31,194,000 220,472,000

４  営 業 外 費 用

 (1) 支　払　利　息 50,062,000

 (2) 雑　　支　　出 9,921,000 59,983,000 160,489,000

   経  常  利　益 90,257,000

  当 年 度 純 利 益 90,257,000

  前年度繰越利益剰余金 4,694,461

  その他未処分利益剰余金変動額 288,382,105

  当年度未処分利益剰余金 383,333,566

  令和4年度三島市水道事業予定損益計算書（前年度分）

(令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）
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1　固  定  資  産 （単位　円）

 (1)　有 形 固 定 資 産

ア 土 地 489,314,098

イ 建 物 495,531,197

減価償却累計額 △206,626,528 288,904,669

ウ 構 築 物 19,565,175,255

減価償却累計額 △8,992,903,536 10,572,271,719

エ 機 械 及 び 装 置 2,594,315,882

減価償却累計額 △1,951,034,216 643,281,666

オ 車 両 運 搬 具 25,849,405

減価償却累計額 △12,759,616 13,089,789

カ 工具、器具及び備品 23,816,829

減価償却累計額 △16,539,982 7,276,847

キ 建 設 仮 勘 定 190,966,884

12,205,105,672

 (2)　無 形 固 定 資 産

ア 施 設 利 用 権 2,507,065

イ 電 話 加 入 権 775,900

ウ ソ フ ト ウ ェ ア 2,221,600

5,504,565

 (3)　投 資 そ の 他 の 資 産

ア 長 期 貸 付 金 100,000,000

100,000,000

12,310,610,237

２  流  動  資  産

 (1)　現　金　預　金 1,464,893,653

 (2)　未 　 収 　 金

ア 営 業 未 収 金 162,442,140

イ 営 業 外 未 収 金 0

ウ そ の 他 未 収 金 0

　 貸 倒 引 当 金 △823,000 161,619,140

 (3)　貯 　 蔵 　 品

ア 材 料 12,461,964

イ 貯 蔵 量 水 器 1,185,149

13,647,113

 (4)  そ の 他 流 動 資 産 4,792,726

1,644,952,632

13,955,562,869

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

令和4年度三島市水道事業予定貸借対照表（前年度分）
令和5年3月31日

資    産    の    部

有形固定資産合計

無形固定資産合計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貯 蔵 品 合 計

- 17 -



３  固  定  負  債 （単位：円）

 (1)　企　 業　 債

ア 建設改良費等の財源に
4,062,736,846

 (2)　引 　当　 金

ア 退職給付引当金 4,096,900

 (3)　そ の 他 固 定 負 債 0

4,066,833,746

４  流  動  負  債

 (1)　企　 業　 債

ア 建設改良費等の財源に
222,659,913

 (2)　未   払   金

ア 営 業 未 払 金 30,000,000

イ 営 業 外 未 払 金 23,543,000

ウ そ の 他 未 払 金 0

　 未  払  金  合  計 53,543,000

 (3)　引 　当　 金

ア 退職給付引当金 0

イ 賞 与 引 当 金 9,649,000

　 引  当  金  合  計 9,649,000

 (4)  そ の 他 流 動 負 債 750,000

286,601,913

５  繰  延  収  益

 (1)　長 期 前 受 金

ア 受贈財産評価額 958,315,897

収 益 化 累 計 額 △663,644,828 294,671,069

イ 国 庫 補 助 金 35,480,000

収 益 化 累 計 額 △30,478,214 5,001,786

ウ 県 補 助 金 31,944,883

収 益 化 累 計 額 △6,706,054 25,238,829

エ 工 事 寄 附 金 87,260

収 益 化 累 計 額 △81,947 5,313

オ 工 事 負 担 金 1,011,218,827

収 益 化 累 計 額 △628,339,692 382,879,135

カ 他 会 計 補 助 金 30,460,059

収 益 化 累 計 額 △4,906,558 25,553,501

キ 県 交 付 金 87,067,000

収 益 化 累 計 額 △6,439,405 80,627,595

813,977,228

813,977,228

5,167,412,887

負    債    の    部

充てるための企業債

固 定 負 債 合 計

充てるための企業債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６  資   本   金 （単位：円）

 (1)　資  本  金

ア 固 有 資 本 金 14,977,882

イ 組 入 資 本 金 6,119,056,521

ウ 繰 入 資 本 金 832,800,000

6,966,834,403

７  剰   余   金

 (1)　資 本 剰 余 金

ア 受贈財産評価額 274,398,159

イ 県 補 助 金 17,897,117

ウ 工 事 寄 附 金 42,344,000

エ 工 事 負 担 金 15,696,388

350,335,664

 (2)　利 益 剰 余 金

ア 減 債 積 立 金 550,127,772

イ 建設改良積立金 537,518,577

ウ 当年度未処分利益剰余金 383,333,566

1,470,979,915

1,821,315,579

8,788,149,982

13,955,562,869

資    本    の    部

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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　Ⅰ．重要な会計方針

　　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　・貯蔵品　移動平均法による原価法

　　２　固定資産の減価償却の方法

　　　(1) 有形固定資産

　　 　 ・減価償却の方法　定額法（ただし、量水器については取替法による。）　

 　　　 ・主な耐用年数

 　　　　 建物　 15～65年 構築物 10～60年

 　　　　 機械及び装置　 6～20年 車両運搬具　 4～5年

 　　　　 工具器具及び備品　2～15年

　　　(2) 無形固定資産

 　 　　・減価償却の方法　定額法　

  　  　・主な耐用年数

 　　　 　施設利用権 15～42年 ソフトウェア 5年

　　３　引当金の計上方法

　　　(1) 退職給付引当金　

 　　　　 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する

　　  　金額を計上している。なお、一般会計が負担する職員については、退職給付引当金を計上

 　　　 していない。

　　　(2) 賞与引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支出に備えるため、

 　　　 当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　(3) 貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上して

　　　　いる。　　　

　　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

注記（前年度分）
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